







































第 1章 序章 研究の背景と目的 
第 2章 日米欧における高速道路及び周辺道路の交通マネジメントの課題認識と ITの
活用施策の現状 
第 3章 スマート ICの利用実態とその要因に関する実証的検証 
第４章 IT技術を活用した料金施策の効果に関する実証的検証 





























マネジメント、財源確保を目的とした GPS(Global Positioning System)や












第 2 章 日米欧における高速道路及び周辺道路の交通マネジメントの課題認識と IT の
活用施策の現状 













































第 3章 スマート IC の利用実態とその要因に関する実証的検証 
















































































































第６章 IT を活用した高速道路の交通マネジメントの連携施策の試案 














































本編を補足するために、付録.1 米国におけるＨＯＴレーンの事例、付録.2  米国にお










図 2.1.1  第 2章の主な構成と本論文での位置づけ 
図 2.2.1 各道路種別の例示 
図 2.2.2 各道路種別の延長、走行台キロ、貨物輸送量、旅客輸送量 
図 2.2.3 各国の人口、保有台数当りの高速道路延長の比較 
図 2.2.4 各国の都市間連絡速度の比較 
図 2.3.1 規格の高い道路を使う割合の各国比較 
図 2.3.2 高速道路整備延長と規格の高い道路を使う割合の関係 
図 2.3.3 岡山県備前市の朝夕の深刻な渋滞の様子 
図 2.3.4 国道 19号線における夜間騒音と交通事故死者率と全国平均との比較 
図 2.4.1 高速道路と一般道の交通事故発生割合 
図 2.4.2 高速道路整備による定時性の向上事例（名古屋高速） 
図 2.4.3 旅行速度と Co2排出係数の関係と高規格道路利用に伴う Co2削減量 
図 2.5.1 我が国と諸外国における交通事故死者数の推移 
図 2.5.2 我が国の ITSの政策的な位置づけの経緯 
図 2.5.3 カーナビ、VICS、ETCの普及状況 
図 2.5.4 米国における VIIの概念 
図 2.5.5 米国主要都市のピーク時の年間渋滞の測定例 
図 2.6.1 オランダ、米国における道路交通マネジメントの分類例 
図 2.6.2 レーンマネジメントのアプリケーション 
図 2.7.1 HOVレーンと組み合わせたランプメタリング 
図 2.7.2 ミネアポリスにおけるランプメタリングのアルゴリズム 
図 2.8.1 HOV、HOTレーンの概要 
図 2.8.2 バリュープラシング・パイロットプログラムの実施箇所（GAO レポート 2012） 
図 2.8.3 I-95の位置 
図 2.8.4 I-95の高速バスの利用 
図 2.8.5 午後のピーク時の平均速度 (I-95) 
図 2.8.6 全体の平均速度 (I-95) 
図 2.8.7 平日の平均旅行速度 (I-95) 
図 2.8.8 平日の平均旅行時間 (I-95) 
図 2.8.9 平日の平均交通量 (I-95) 
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図 2.8.10 平日の最大交通量 (I-95) 
図 2.8.11 平日の午後ピーク時における平均課金額 (I-95) 
図 2.8.12 平日のオフピーク時における平均課金額 (I-95) 
図 2.8.13 HOTレーンの標準的な構造断面と関連施設 
図 2.8.14 HOTレーンにおける流入時の料金表示の概念図 
図 2.8.15 HOTレーンにおける料金表示 
図 2.8.16 ICMによる各交通モードの統合運用のイメージ 
図 2.8.17 パイオニアサイトとその交通インフラ 
図 2.8.18 フランス有料高速道路（A86）の時間帯別料金制 
図 2.8.19 Paying Our Way(2009) レポートと将来の歳入・歳出バランスの算定 
図 2.8.20 オレゴン州の道路利用課金パイロットプログラムの背景 
図 2.8.21 車載器の表示例（州内・州外、時間帯別料金） 
図 2.8.22 オレゴン社会実験におけるガソリンスタンド（GS）課金システム 
図 2.8.23 GPSに依存しないシステム 
図 2.8.24 スマートフォンとの組合せ 
図 2.8.25 EUにおける走行距離課金の導入・検討状況 
図 2.8.26  アウトバーンに設置されているガントリーの例 
図 2.9.1 我が国の道路交通情報の体制 
図 2.9.2 高速道路の情報提供の流れ 
図 2.9.3 VICSの概要 
図 2.9.4 ITSスポット専用カーナビ（車両位置、加減速度等を収集） 
図 2.9.5 ITSスポットによる情報の広域化・精緻化 
図 2.9.6 インターナビによる省燃費ルートの表示例（本田技研工業） 
図 2.9.7 東日本大震災における「通れたマップ」 
図 2.9.8 NAVITIMEの各種の経路選択メニュー 
図 2.9.9 NAVI de HANSHINの実施内容と体制 
図 2.9.10 電力消費量の最小ルートの情報提供（カロッツェリア） 
図 2.9.11 INRIXの道路交通情報提供を実施している国々 
図 2.9.12 INRIXによる道路情報提供の概要 
図 2.10.1 M42 Jct. 3a-7 の概要 
図 2.10.2 M42の外観 
図 2.10.3 M42の ATM関連施設(路肩走行時のイメージ) 
図 2.10.4 通常の状態 
図 2.10.5 一般車線の速度規制 
図 2.10.6 事故処理のための一般車線閉鎖と路肩走行 
図 2.10.7 路肩走行の原理 
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図 2.10.8 東名高速、音羽蒲郡 IC～豊田 IC間の３車運用 
図 2.10.9 権限移管前後の道路管理者と交通管理者の役割分担(英国) 
図 2.10.10 ドイツにおけるハーモナイゼーション 
図 2.10.11 前方障害物情報提供のサービスイメージ 
図 2.10.12 ETC-IDによる安全運転支援システムの概要 
図 2.10.13 速度関係のパラメータの説明図 
図 2.10.14 最大減速度及びカーブ進入速度の測定 
図 2.10.15 参宮橋カーブ事故件数推移（H14～H20） 
図 2.10.16 サグ部における渋滞発生のメカニズム(仮説) 
図 2.10.17 路車間連携サービスのコンセプトイメージ 
図 2.10.18 ACC車両の混入率に応じた渋滞緩和効果推定 
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図 3.1.1 三芳パーキングエリアに設置されたスマート IC 
図 3.1.2 ETC利用率、利用台数の推移（平成 25年 10月現在） 
図 3.1.3  ETC車載器購入価格の推移 
図 3.2.3 高速道路 IC間隔の諸外国との比較 
図 3.2.4 スマート IC設備の配置例（入口・出口） 
図 3.2.5 スマート ICの設置状況（2013(平成 25)年 1月現在） 
図 3.2.6 スマート ICの設置による IC間隔の分布の比較 
図 3.3.1 スマート ICの形式（吉田(2002)による提案） 
図 3.4.1 駒寄スマート ICと隣接するスマート ICの利用交通量の推移 
図 3.4.2 駒寄スマート ICの周辺の商業施設の立地状況 
図 3.4.3 友部スマート ICによる医療機関への時間短縮効果 
図 3.4.4 友部スマート ICの利用交通量の推移 
図 3.4.5 波志江スマート ICの物流効率化効果 
図 3.4.6 那須高原スマート ICの時間短縮効果 
図 3.4.7  季節サイクル(観光)により利用台数の変動が顕著な事例（那須高原スマート IC） 
図 3.4.8 成田空港スマート ICの利用交通量の推移 
図 3.5.1 スマート ICシェアの時系列変化(スマート IC毎) 
図 3.5.2 スマート IC利用交通量のシェア毎の箇所数分布の時系列変化 
図 3.5.3 遠州豊田スマート ICと隣接 ICの利用交通量 
図 3.5.4 遠州豊田スマート ICと隣接 ICの交通量の変化率] 
図 3.5.5 遠州豊田スマート ICの全景 
図 3.5.6 遠州豊田スマート ICの車種別利用交通量の推移 
図 3.5.7 浜松 ICの車種別利用交通量の推移 
図 3.5.8 双葉スマート ICと隣接 ICの利用交通量の推移 
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図 3.5.9 双葉スマート ICと隣接 ICの交通量の変化率 
図 3.5.10  双葉スマート ICの車種別平均日交通量の推移 
図 3.5.11 甲府昭和 ICの車種別平均日交通量の推移 
図 3.5.12 ETC利用率とスマート IC利用率の比較 
図 3.6.1 スマート ICの利用形態と効果 
図 3.6.2 スマート ICの誘発交通と転換交通の算定結果 
図 3.7.1 時間短縮圏域の定義 
図 3.7.2 NITASによる時間短縮圏域のイメージ（駒寄スマート ICの場合） 
図 3.7.3 利用交通量と隣接 IC交通量  
図 3.7.4 利用交通量と時間短縮影響人口×ETC普及率 
図 3.7.5  利用交通量と幹線道路からの距離 
図 3.7.6 利用交通量と並行一般道路の速度 
図 3.8.1  石岡・小美玉スマート IC周辺の一般道における案内看板の設置位置 
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図 4.2.1 これまでの有料道路に関連する審議会答申の要旨 
図 4.2.2 NEXCO3社の割引と料金収入の経緯 （国土幹線道路部会資料） 
図 4.3.1 Small & Yanモデルの道路イメージ 
図 4.3.2 グループ間の時間価値を変化させた場合の社会的便益の変化(Small&Yan) 
図 4.4.1 日立地区における社会実験概要 
図 4.4.2 日立地区の社会実験における所要時間短縮効果 
図 4.4.3 日立地区の社会実験における渋滞損失額の改善効果 
図 4.4.4 北陸自動車道（滑川～朝日）の社会実験の概要 
図 4.4.5 国道 8号線（前沢西交差点）における渋滞長の減少効果 
図 4.4.6 北陸自動車道（滑川～朝日）における実験前、実験中、実験後の IC ペア交通量
の変化 
図 4.4.7 東海 4バイパスにおける社会実験区間  
図 4.4.8 国道 1号浜名バイパス現道区間における騒音値の変化 
図 4.4.9 トラック DEエコ作戦（広島）の概要 
図 4.4.10 国道 2号線（上瀬野）における騒音値の日変化（8割引実験時） 
図 4.4.11 国道 2号沿道の騒音測定点における住民の反応 
図 4.4.12 高知自動車道における周辺街路からの交通転換測定例 
図 4.5.1 社会実験における料金弾性値のランキング 
図 4.5.2 料金弾性値の分布 
図 4.5.3 料金弾性値[ICペア毎]のボックスプロット (社会実験別) 
図 4.5.4 ICのアクセス総距離と料金弾性値の関係 




図 5.3.1 対象地域・路線の概要 
図 5.3.2 分析対象とした事象の位置（その 1） 
図 5.3.3 分析対象とした事象の位置（その 2） 
図 5.3.4  直轄国道トラカン位置図 
図 5.3.5 情報板位置図 
図 5.3.6 交通量の分析区間・地点 
図 5.3.7 御殿場 JCT下流の交通状況事象 (事例１) 
（新東名における交通集中による渋滞［新富士→新清水 JCT］） 
図 5.3.8 御殿場 JCT下流の交通状況 （事例２） 
（新東名における交通事故による通行止め［浜松いなさ→三ヶ日 JCT］） 
図 5.3.9 交通量（上段）と旅行速度（下段）の空間分布 （事例１） 
図 5.3.10 交通量（上段）と旅行速度（下段）の空間分布 (事例２) 
図 5.3.11  事例１における新清水 JCT-新富士 IC間の QV図 
図 5.3.12  新東名高速道路の 5分間交通量 
図 5.3.13  事例１における渋滞域内トラカンの交通密度の分布 
図 5.3.14  渋滞状況の推計結果 
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図 6.3.1 ITを活用した高速道路の交通マネジメントの連携 
図 6.3.2 一般道から高速道、放射道路から環状道路への誘導イメージ（構想段階） 
図 6.3.3 リアルタイムの速度データと料金設定に基づく情報提供システム(構想段階) 
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図 付.1.1  SR91の課金レーンのある区間 
図 付.1.2 SR91の HOTレーン（中央部の 4車線が HOTレーン部） 
図 付.1.3 2012年 10月 1日から 3ヶ月間の SR-91HOTレーン料金 
図 付.1.4 SR-91 HOTレーンにおける平日 1日当たりの平均交通量（東向き） 
図 付.1.5 SR-91 HOTレーンにおける平日 1日当たりの平均交通量（西向き） 
図 付.1.6 I-15の課金表 
図 付.1.7 I-15の HOTレーンによる渋滞損失削減額の算定事例 
図 付.1.8 I－394の位置 
図 付.1.9 I-394の HOTレーン 
図 付.1.10 I-394のダイナミックプラシングの事例 
図 付.1.11 SR-167の状況と位置図 
図 付.1.12 SR-167の HOTレーンにおける日平均交通量 




図 付.2.1 シアトルにおける料金可変制と対象道路（緑色の路線） 




図 付.4.1 御殿場 JCT下流の交通状況 （事例 3） 
（東名における高波による通行止め［富士→清水］） 
図 付.4.2 御殿場 JCT下流の交通状況 （事例 3 通行止め解消時） 
（東名における高波による通行止め［富士→清水］） 
図 付.4.3 御殿場 JCT下流の交通状況 （事例 4） 
（新東名における交通事故による通行止め［長沼沼津→新富士］） 
図 付.4.4 御殿場 JCT下流の交通状況 （事例 5） 
（東名における工事による通行止め［富士→清水 JCT］） 
図 付.4.5 御殿場 JCT下流の交通状況 （事例 5 通行止め解消時） 
（東名における工事による通行止め［富士→清水 JCT］） 
図 付.4.6 交通量（上段）と旅行速度（下段）の空間分布 （事例 3） 
図 付.4.7 交通量（上段）と旅行速度（下段）の空間分布 （事例 4） 
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1.3.1 ネットワーク・アクセス強化（第 2章、第 3章） 
我が国では、スマート ICが全国で 64箇所（平成 25年 11月時点）設置・運営され
ている（国土交通省道路局 WEB）。スマート IC は、ETC 搭載車両に利用が限定され
ているため、簡易な料金所の設置で済み、また料金徴収員が不要なため、従来の ICに
比べて建設及び維持運営の費用が大幅に削減する利点がある。また、高速道路の ETC
利用率が 2012(平成 24)年末で 88%まで達しており、今後とも確実に利用量が増加する
ものと推測される。スマート ICの設置実績から多くの箇所で緊急医療施設へのアクセ
ス強化や観光時の利用等の特徴も生かされている。また、スマート ICは、無料化実験





















て、渋滞緩和のために ITを活用して一部のレーンを有料化するHOT (High Occupancy 
Toll)レーンが整備・運用されている。HOT レーンでは、地区によって料金設定・徴収
方法が異なるが、交通量または速度の計測値から有料レーンの速度を一定以上に維持す
るように料金を変動させるダイナミック・ロードプライシング  (Dynamic Road 
Pricing) が最も効果的な手法として採用・運用されつつある (例えば、Minnesota DOT, 
2012)。また、欧州のロンドン、ストックホルムでは、ANPR（自動ナンバープレート
認識システム）による特定エリアを対象とした混雑課金、ドイツ等 EU 諸国では GPS 
(Global Positioning System) と DSRC（Dedicated Short Range Communications：
狭域通信）による大型車の走行距離課金が本格化している。ストックホルムでは、導入
段階では賛否の様々な議論があったものの、社会実験や住民投票を経て導入した結果、
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に比べ大きく遅れ 1950年代からスタートし、表 2.2.2に示すように 2011 (平成 23)年末で高 
速自動車国道が 9,855km、都市高速道路が 547ｋｍの延長が供用している。また、道路交通
センサスの道路交通量調査結果によると、高速自動車国道の走行台キロは、1989（昭和 55）
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                国土交通省道路局調べ 






 日本 ドイツ フランス イギリス 中国 
平均連絡速度 59 km/h 90 km/h 88 km/h 72 km/h 73 km/h
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2004(平成 16)年の時点では、国道６号の交通量が 33,874台／日、混雑度 2.20（日立市鮎川
町地先 H16.9.1及び H16.9.8の平均値）に対し、並行する常磐自動車道の交通量は 23,513




















我が国の交通事故による死者数を経年的にみると、1970(昭和 45)年で 1万 6765人に対し
て 2012(平成 24)年では 4411人と道路整備の進展に伴って確実に改善されてきたが、年間負
傷者数は 2012(平成 24)年で約 83万人と依然として高い状況にある。単位走行台キロあたり
の死傷者事故件数で見ても、我が国は欧米諸国と比較してかなり高いレベルにある。 
長野県の木曽地域では、中央自動車道を降りた大型トラックなどが並行する広域幹線道路






     出典：「使える」ハイウェイ推進会議提言参考資料（平成 17年） 
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屋環状 2号線の整備により、並行する名古屋高速 3号線大高線の定時性が向上している。 
さらに、新東名高速道路の開通後 1年後の観測結果が公表資料（新東名(静岡)インパクト調
整会議、2013(平成 25)年 5月）によると、並行する東名高速の平均旅行速度は新東名開通後、
約 95km/hと 5km/h上昇するとともに、新東名は 99km/hと高い値を示している。また、新
東名の御殿場 JCT～三々日 JCTの所要時間は 90～101分（ばらつき 11分）で時間信頼性が


























一般道では 170.9(g- CO2/人キロ)と高速道路の方が小さいことを示唆している。 
 





2.5 日米欧の ITSの研究開発・普及の経緯  
2.5.1 概要 
本研究における高速道路の交通マネジメントに直接的に関連する狭義の IT技術の分野と

































            注）ドイツの値は 1990年まで旧西ドイツ地域分 出典 IRTAD資料 




表 2.5.1 日米欧の ITSの開発当初の状況 
 米国 欧州 日本 
1960 
年代 




 70 年代半ば  ＡＬＩ（経路案内
システム）の研究・開発（独） 





88 年 「MOBILITY2000」策定 
    （非公式プロジェクト） 
86 年 PROMETHEUS の開始
88 年 官主導のＤＲＩＶＥプロジ
ェクトの開始 
84 年～91 年 ＲＡＣＳ研
究開発 






90 年 「スキナー・レポート」 
90 年 ＩＶＨＳアメリカ発足 
91 年 ＩＳＴＥＡの創設 
93 年 ＩＳＯ／ＴＣ２０４第１回総   
会開催（ワシントン） 























表 2.5.2 これまでの国内外の主な道路交通安全に関する政府目標（例） 













Report FY 2007 
米国連邦
運輸省 2008年 2011年 


























表 2.5.3  これまでの国内外の主な道路交通における環境改善に関する政府目標(例) 





















standards to combat 









ら 2020年までに 10％削減 
実現されれば、2020年までに 5億トンの
CO2が削減
































































1990年代の１万人（1992年の 11,451人を記録）を超える水準から 2007年で 5,744人、2011

























図 2.5.2に、我が国の ITSの政策的な位置づけの経緯を整理して示す。 
 





（３） ITによる 渋滞緩和・環境改善への取組み 
我が国の道路交通渋滞の状況は深刻であり、道路局によると、2009(平成 21)年度の渋滞に
よる損失時間は全国で約 50億時間、人口一人当り約 40時間、貨幣価値換算すると約 11兆
円（GDPの約４％に相当）にも上り、環境悪化、経済効率の低下を引き起こしている。一方、
Co2排出に関しては、京都議定書目標達成計画において、当時、2010年まで運輸部門から排














が、現状では ETC利用率が約 90%、ETC車載器は、累積で約 3,800万台が出荷されている。




















図 2.5.3 カーナビ、VICS、ETCの普及状況 
 
2.5.4 米国における ITS技術の研究開発・導入の経緯 
（１） 概要 





った IVHS(Intelligent Vehicle Highway System) の技術開発が、1990年にサミュエル・ス
キナーによるスキナーレポートにおいて提案された。これを契機に ITSアメリカの前身であ
る IVHSアメリカが組織された。以降同組織は ITS推進の強力な原動力となっている。 
また、米国連邦運輸省(US Department of Transport：US DOT)が中心となって、ISTEA 
(1992-1997)、 TEA-21(1998-2003)、SAFETEA-LU(2004-2009) の予算関連の法律に ITS
関連の予算、制度及び施策を盛り込み継続している。ITSは TEA-21の段階では研究開発の
分野に記載され、その使途は限定的であったが、この時期に後述する HOV(High Occupancy 
Vehicle: 多乗者車)から HOT（High Occupancy Toll）レーンへの転換がオレンジ郡の SR91












































（National Intelligent Transportation System Program Plan; A Ten-Year Vision）を策定し
た。この計画では、「交通事故による死亡者数を、毎年 5000人～7000人程度減らすことによ
り、全体で年間 15%削減する」ことを目標として打ち出した。また、米国連邦運輸省は 2008
年に策定した「2007年度政策評価報告書」（Performance and Accountability FY2007）の中
では、「2011年までに、高速道路における１億台・マイル(Vehicle Miles Traveled: VMT)当
たりの交通事故死亡者数を１人まで減らす」という目標を立てた。SAFETEA-LUにおける
主なプロジェクトとして、DSRCを利用した路車協調による安全運転支援システムの VII 
(Vehicle Infrastructure Integration Initiative)や交差点衝突事故防止協調システム CICAS 
(Cooperative Intersection Collision Avoidance System) 等が実用化に向けて展開されてい
る。CICASでは、約 9000人の死亡者が発生している交差点事故を防止するシステムを目指
している。図 2.5.4に VIIの概要を示す。 
また、米国州道路交通当局者協会（AASHTO : American Association of State Highway 
and Transportation Official）は、新たな戦略 5か年計画(2009-2013)立案した。この計画で
は、国家的最優先課題として交通の再構築、世界トップクラスの技術サービス提供等の方針
を掲げ、その中には 2030年までに交通事故死を半減させる目標を掲げた。 
一方、US DOTの RITAは、2009年に ITSに関する５か年戦略研究プラン(ITS Strategic 
Research Paln 2010-2014)を策定した。このプランは、VIIを継承した Connected Vehicle
プロイジェクトの一環として、車車間通信(V2V)、路車間通信(V2I)による安全アプリとこれ

































 出典：2007 Urban Mobility Report, Texas Transportation Institute 
図 2.5.5 米国主要都市のピーク時の年間渋滞の測定例 









EUでは，研究開発基金（Framework Program）が 984-1987年（第 1期）から創設され，
現在第 7期（2007-2013）に至っている．第 7期の研究開発基金は，全体で約 500億ユーロ
（日本円換算で約 8兆円）と前期の 2倍以上に増加した．そのうち，ITS関連予算は 2007
年および 2008年の一部のみで約 1億ユーロ（日本円換算で約 170億円）である．  
 
（２） ITによる交通安全への取組み 
欧州では、欧州委員会が 2001年に発表した「欧州交通政策 2010」(European Transport 












共同体（EC）が 2008年 12月に ITSアクションプランを策定された。また、ITSアクショ
ンプランをベースに、欧州連合（EU）は法的拘束力を有する EU指令「新たな欧州交通政策








めを COMeSafetyや後継の COMeSafety2が行なっている。最近の協調 ITSの安全系技術の
研究開発に関する動向・特徴をまとめると以下の通りである。 
① 協調 ITSプロジェクトの 1つである PReVENT（2004年～2008年）や、後継の PRE 
DRIVE C2X（2008年～2010年）で安全系サービスのサービス定義や車載器・路側
機を試作した。 






























② 300kmを超える道路貨物輸送を 2050年までに 50%以上鉄道や水上輸送に転換。 
③ 2050年までに、欧州高速鉄道ネットワークを完成。既存の高速鉄道ネットワークの
延長を３倍化。 


























格（欧州自動料金徴収システム：The European Electronic Toll Service (EETS）)の策定が
活発である。 
また、イギリスM24では、ダイナミックな速度規制あるいは路肩走行等を能動型交通マネ
ジメント(Active Traffic Management)を導入している。先に述べた i2010においては、道路
交通情報提供の軸にした ITSによる渋滞緩和、環境改善施策が盛り込まれている。また、第
７期研究開発基金においては、ITSと EDAS(エコドライブ：Environmental Driver 
Assistance)の統合開発等も盛り込まれている。渋滞緩和・環境改善に関しても、協調 ITSが
関連しており、最近の動向を整理すると以下の通りである。 
① FOTを実施中の DRIVE C2Xでは、円滑・環境系サービスとして、路車間通信によ



























(1) ITSの全般 : 
ITS-Japan：ITS年次レポート(2012)、PIARC:ITS Handbook- 2nd edition (2011) 
(2) スマート IC 
吉田正：ITSを基礎とする社会資本整備の変革とその計画の評価手法(2003) 
(3) 道路情報提供  
VICSセンター、事業報告書、交通工学研究会交通工学ハンブック 
(4) ETC等の料金施策 
ORSE, ETC要覧(2012)、FHWA: Guide for HOT Lane Development(2003) 
GAO: Traffic Congestion Road Pricing Can Help Reduce Congestion, but Equity 
Concerns May Grow (2012) 、FHWA : Priced Managed Lane Guide (2012) 
(4) レーン誘導・速度コントロール 
FHWA: Active Traffic Management: The Next Step in Congestion Management (2007), 







に管理”する方法がある。前者は動的交通需要マネジメント（Active Travel Demand 
Management）と称され、課金（Pricing），旅行者への情報提供（Traveler Information）が
あり、後者は動的交通制御（Active Traffic Managament、Active Traffic Control）とも称さ
れ、ランプメタリング（Ramp Metering：信号により高速道路への流入を制御），可変式速





























図 2.6.1 オランダ、米国における道路交通マネジメントの分類例 
 
出典：FHWA 
















表 2.6.1(1) ITを活用した高速道路の交通マネジメントの分類と施策概要（１） 





































































































































































 ランプメタリングに関する事例報告（FHWA, Intelligent Transportation Systems 2005 
















概要 ・1969 年～、ツインシティの高速道路約 340km
において 430 箇所のラ
ンプで実施 
・2003 年 3 月、SH20 におい
て３箇所で社会実験 
・2006 年 12 月から本格導
入。2009 年中頃までに１０箇
所整備
















































































は、我が国独自施策としてスマート IC制度が 2004(平成 16)年度から本格的に展開されてい





表 2.8.1 料金施策の種類と分類 











































































① バリュープライシング・パイロットプログラム(Value Pricing Pilot Program：VPP)  
VPPは、1998年に陸上交通法 TEA-21からの継続プログラムであり、米国交通省連邦道
路庁が所管する。また，その前身は，ISTEAに位置づけられた混雑課金・パイロットプログ








































































表 2.8.2 GAOのレポートで効果が報告された代表的な HOTレーン 
事業名 設置都市 延長（マイル） 全線料金 運用開始年月 




20 $0.50-$8.00 1996年 12月 
I-394 ミネソタ州ミネアポリス 11 $0.25-$8.00 2005年 5月 
SR 167 ワシントン州シアトル 
北行き 11 
南行き 9 
$0.50- 9.00 2008年 5月 













定で、最終的には約 22kmの HOTレーンとなる。 
表 2.8.3 フロリダ州 I-95の概要 
課金タイプ レーンプライシング 
課金目的 ・無料車線の渋滞緩和 
・HOT レーンの旅行速度を最低 45 マイル/h（72km/h）に維持 
導入時期 2008 年 
課金時間帯 常時 
課金車輌 1～2 人乗り車両（乗用人員 3人以上の車両、ハイブリッド車などエコカ
ー、相乗り車両、通学バス、ハイデッカーバス、路線バス等は無料） 
延長 延長 7.3 マイル（約 12km） 
49 
 
     
































① 図 2.8.5と図 2.8.6において、HOTレーンが導入されてからの平日の旅行速度と旅行時
間の平均の推移を示す。2009年において、HOTレーンと無料車線の旅行速度の改善が
確認された。HOTレーンにおける午後のピーク時の平均速度は、2008年の HOVレー
Low $0.25 Low $1.50
High $4.25 High $6.75
Express Lanes Speed Benefit 16 MPH Express Lanes Speed Benefit 14 MPH
Midnight to 5 am $0.25 Midnight to 5 am $0.25
5-6 am $0.25 5-6 am $0.25
6-7 am $0.25 6-7 am $0.25
7-8 am $1.50 7-8 am $0.25
8-9 am $3.75 8-9 am $1.25
9-10 am $3.00 9-10 am $0.25
10-11 am $1.00 10-18 am $0.25
11 am to 12 pm $1.00 18 am to 12 pm $0.25
12-1 pm $0.25 12-1 pm $0.25
1-2 pm $0.25 1-2 pm $0.50
2-3 pm $0.25 2-3 pm $0.75
3-4 pm $0.25 3-4 pm $1.00
4-5 pm $0.50 4-5 pm $2.00
5-6 pm $0.25 5-6 pm $2.75
6-7 pm $0.75 6-7 pm $2.75
7-8 pm $0.75 7-8 pm $1.50
8-9 pm $0.25 8-9 pm $0.25
9-10 pm $0.25 9-10 pm $0.25
10 pm to midnight $0.25 10 pm to midnight $0.25
4-7 PM Peak Period Tolls
(Northbound)
6-9 AM Peak Period Tolls
(Southbound)
Week of October 15 - October 21, 2012Week of October 15 - October 21, 2012
Typical* Weekday Tolls from October 15 -
October 19, 2012
Typical* Weekend Tolls from October 20
- October 21, 2012
$0.25
Typical* Weekday Tolls from October 15 -
October 19, 2012






② 無料車線のピーク時の速度は、2008年午後のピーク時より時速 23マイル速く、 
これにより 1旅行あたりの旅行時間はおよそ 11分まで短縮された。 
図 2.8.5 午後のピーク時の平均速度 図 2.8.6 全体の平均速度 
出典：VALUE PRICING – HOT LANES IN SOUTH FLORIDA 
③ 旅行時間は旅行速度に反比例するため、図 2.8.7と図 2.8.8のような急激なカーブが描か
れる。HOTレーン区間において、午後のピーク時（4-7時）においても、概ね 55MPH
と安定した速度を維持している。 
図 2.8.7 平日の平均旅行速度 図 2.8.8 平日の平均旅行時間 
出典：VALUE PRICING – HOT LANES IN SOUTH FLORIDA 















図 2.8.9 平日の平均交通量 図 2.8.10 平日の最大交通量 
出典：VALUE PRICING – HOT LANES IN SOUTH FLORIDA 
(c) 課金額の変化 
図 2.8.11、図 2.8.12に示すように、平日午後のピーク時の平均課金額は 1.64ドル、オフピ





図 2.8.11 平日の午後ピーク時における 
平均課金額 
図 2.8.12 平日のオフピーク時における 
平均課金額 






















 HOT レーンの効果等に関する研究は、前節で紹介したように HOTレーンを実施運用して

















FWHA: Priced Managed Lane Guide (2012) 







出典：Sanchez：Pricing Models in the TollRoad Business. The CintraExperience 





図 2.8.15 HOTレーンにおける料金表示 
 
２）HOTレーンの課金システム・レーン構造に関する既往研究 
HOTレーンの幾何構造に関しては、“A Guide for HOT Lane Development”(2003)に詳し








表 2.8.5 各課金形式の長所と短所（Michalaka & Yin (2012)） 











Ｏ－Ｄベース課金 需要管理、容量の利用が効率的 運用に費用がかかる。 









表 2.8.6 HOTレーンのアクセスポイントと料金ポイント及び課金方式の事例 
（Michalaka & Yin(2012)による整理） 
路線 延長 アクセスポイント 料金所（ポイント） 課金方式 
I-15 















ゾーン終点に 3ポイント ゾーン課金 時間帯変動課金 
I-394 
Minnesota 11 miles 
東方向５ 






















 米国会計検査院（United States Government Accountability Office（以下「GAO」という））
は 2012年 1月，連邦議会下院の要請を受け，レポート”Traffic Congestion: Road Pricing Can 
Help Reduce Congestion, but Equity Concerns May Grow”(2012)を発表した。本レポート
は，米国で導入されている交通混雑緩和のための課金施策（HOTレーン及びピーク時混雑課
金）について，連邦政府の役割，施策の効果と課題について報告している。 




























と、VTTSは時間当たり約 50ドルとなった。また、Katy Freewayは、ピーク時 4ドル、前














４）所得格差を考慮した HOT レーン等の利用に関する既往研究 
Katharinaら(2012)は、所得層を 5つのグループに分け、混雑課金による影響を分析して
いる。分析には次の 4つのシナリオを設定している。 
① シナリオＡ：時間ベースの課金（ビニエット方式：年間 140ユーロ、10日間 11ユ
ーロ）、この方式は実施コストが安く、すぐにでも運用可能。 










































表 2.8.7 米国ダイナミック・ロードプライシングの概要 （Chung(2013)） 
 
 





































表 2.8.8 HOTレーンプロジェクトの住民・ユーザーへの周知の現状 
 I-95(フロリダ） I-394(ミネソタ） 
周知方法 
 ・広報チームを作り、住民に周知するため






























①「95Express annual report July 
1,2009-June30、2010」 
②「95Express Midyear report Project 
Status for Uban Partnership Agreement」
「95Express PUBLIC MEETINGS」 
http://www.95express.com/public.shtm 
Pricing Acceptance Public Opinion 
Analysis July 2007, 
























図 2.8.16 ICMによる各交通モードの統合運用のイメージ 
 
２） 連邦交通省による ICM イニシアチブ 
 連邦交通省内の研究革新技術庁（RITA）、連邦道路庁（FHWA）、連邦公共交通庁（FTA）








































 図 2.8.18には、A86の時間帯別料金を示すが、平日の月曜日から金曜日の 7時から 10時、
















表 2.8.9 我が国の高速道路と米国の HOTレーンの料金施策、構造等の比較 
比較事項 日本の料金割引 
（主として都市間） 















































② 料金表示が、HOTレーンでは、流入ポイントの約 3km前に表示されている。 





 さらに、表 2.8.10には、米国 HOTレーンを主にした各事例からの知見を第 3章以降の関
連する分析、考察と関連つけて、我が国への施策展開への方策を整理する。 
 










































































前の陸上交通法である“Safe, Accountable, Flexible,Efficient Transportation Equity Act: 
A Legacy for Users”（以下「SAFETEA-LU」という）は、2005年 8月に成立し、2009年




Ahead for Progress in the 21st Century Act”（MAP-21）は、2012年 7月に成立した。 
ここで紹介する将来の財源確保策としての性格を有する走行距離課金については、後述す
るアイオワ大学による全米 12州を道路利用者課金の研究、「全米陸上交通インフラ資金調達
委員会（National Surface Transportation Infrastructure Financing Commission）」の設置
及び将来の陸上交通整備財源の検討が SAFETEA-LUに位置づけられ、実施されている。 
表 2.8.11 近年の陸上交通法の概要 
名称 計画期間 授権予算総額 年平均授権予算 注 4
ISTEA 注 1 1992-1997 (6か年) 1553億㌦ 259億㌦/年 
TEA-21 注 2 1998-2003 (6か年) 注 3 2178億㌦ 363億㌦/年 
SAFETEA-LU 2005-2009 (5か年) 2441億㌦ 488億㌦/年 
MAP-21 2012-2014(27か月) 1200億㌦ 533億㌦/年 
注 1：Intermodal Surface Transportation Efficiency Act of 1991 
注 2：Transportation Equity Act for the 21st Century 








法について検討し、”Paying Our Way – A New Framework for Transportation Finance” 
(2009) と題して提言をまとめている。本提言では、様々な状態を想定して燃料税と道路イン
フラへの必要経費（整備費、維持費等）のバランスを試算した結果、連邦レベルの年間必要







出典：Paying Our Way (2009) 















(a) パイロットプロジェクト(第 I期)の概要 
出典：オレゴン DOT 
図 2.8.20 オレゴン州の道路利用課金パイロットプログラムの背景 
  
ワシントン州 オレゴン州 ミネソタ州 全米12州
実験時期 2005〜2006 2005〜2007 2011〜2012 2008〜2010
課金実験車
両











































− ベース推計(青)                  
− ハイブリッド・電気自動車等、従来の燃料税(ピンク) 




































































① 基本システム：GPS位置情報の無い全走行マイルを単純に追跡する機器。(図 2.8.23） 











 出典：オレゴン DOT 
図 2.8.23 GPSに依存しないシステム 
出典：オレゴン DOT 
図 2.8.24 スマートフォンとの組合せ 
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 米国会計検査院( GAO: General Accounting Office：米国連邦議会の監査、評価及び調査組
織、米国政府の立法行政組織で、毎年、米国政府の監査報告なども行って発行している）は、
2012年 12月に ”Highway Trust Fund Pilot Program Could Determine the Viability of 
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車両 ・最大総重量が 12t以上の貨物輸送車両 










































表 2.8.14 EU各国の走行距離課金の目的(2013年 8月現在) 
























 ”Charging of Heavy Goods Vehicles in the EU” 
図 2.8.25 EUにおける走行距離課金の導入・検討状況 
 
４）ドイツにおける対距離課金制度 
(a)  走行距離課金導入の経緯 
ドイツは 1980年代末から対距離課金の実施に関する検討を開始し、1995年に固定年費用















(c)  課金額 
 課金額は、表 2.8.16に示すが、車両の車軸数と環境性能によって異なり、2012年 10月現
在で 0.141€/kmから 0.288€/kmであり、最小と最大はおよそ２倍になっている。課金額は表 
2.8.17 に示すように、導入当初は 0.09～0.14€/km であったが、その後徐々に引き上げられ
ている。 






導入時期 2005年 1月 
課金時間帯 24時間 
課金対象車輌 ・総重量 12ｔ以上の大型商用車両 
・バス、軍用車両、警察車両、消防車両、救急車両等を除外 













表 2.8.16 ドイツの走行距離課金の課金額 
排出区分 説明 車軸数 金額（€/km） 
A Euro V ３以下 0.141 
４以上 0.155 
B 
Euro IV または 





Euro III または 




D Euro II, Euro I, Euro 0  ３以下 0.274 
４以上 0.288 
注）連結車の車軸数はトラクター（牽引車）とトレーラー（被牽引車）の両方を含む。 
表 2.8.17 導入後の課金額の変遷 
時期 課金額の引き上げ 
2007年 9月 課金額を 0.09～0.14€/kmから 0.10～0.155€/kmへ引き上げ 
2009年 1月 課金額を 0.10～0.155€/kmから 0.141～0.204€/kmへ引き上げ 
2011年 9月 TOLL2GOプロジェクトにより、ドイツの車載器をオーストリアでも用
いることができるようになった。 
2012年 10月現在 課金額は 0.141～0.288€/km（15～30円/km程度） 
 
(d)  大型車課金の連邦道路への拡大 
 2012年 8月 1日、大型車課金の対象道路が連邦アウトバーンに加え、4車線以上の連邦道



















 ・Toll Collect社のデータセンターでは課金目的以外のデータ利用は行わない。 
 ・一定期間後はデータを消去する。等 
②運用コスト 




























① Jones, P,(1988):Urban road pricing: public acceptability and barriers to 
implementation 
② Walker, J, (2011): The Acceptability of Road Pricing 
③ Owen et al., (2008): Public Acceptability of Road Pricing. Final Report for 
Department for Transport. 
④ Barry Ubbels et al., (2004): Acceptability of road pricing and revenue use in 
Netherland 
⑤ 藤井聡 (2006)ロードプライシングの公共受容におけるフレーミング効果 
⑥ 和田健太郎、赤松隆 (2011)：ネットワーク通行権取引市場のオークション・メカニズ
ム、（道路予約制度） 






















表 2.8.18 料金施策の実施導入した事例の整理 
 




























































































表 2.8.19 料金施策の実施に至らなかった事例の整理 
 












































































































「道路交通情報ビジネスの現状と今後の展望-中間取りまとめ- 2001(平成 13)年 11月」の提























図 2.9.2 高速道路の情報提供の流れ 
(２）VICS （Vehicle Information and Communication System） 
 VICS は、日本道路交通情報センター（JARTIC）で集約されたデータを処理･編集し、以
下の 3つのメディアを通じて 24時間 365日、全国で情報提供をしている。 
 1) FM多重放送（NHK等の各地の FM放送局） 










































表 2.9.1 ITSスポットにおける主なサービスの高度化 




 簡易図形 〔 １枚 〕+ 
 最大約 200kmの渋滞データ 
 簡易図形 〔 ４枚 〕+ 






































表 2.9.2 我が国の各種の民間プローブによる道路情報提供 
 
会員制のプローブ情報 携帯を利用したプローブ情報 









G-Book mX CARWINGS 全力案内！ ナビタイム いつもナビ 
会員数 
約 150 万人 












約 100 万人 
（2012年6月） 
約 80 万人 
対象モー
ド 





























































図 2.9.8 NAVITIMEの各種の経路選択メニュー 
３） NAVI de HANSHINプロジェクト 
スマートフォン等の活用によるサービスは、阪神高速道路(株)、国土技術政策総合研究所、
























































テキサス交通研究所(Texas Trasnport Institute: TTI)は、最近では INRIXのプローブデー
タにより、米国各地都市圏の渋滞評価を算出し、レポートを公表している。 
表 2.9.3には、我が国の VICSと INRIXの概要を比較して示す。VICSは、トラカンによ
る定点観測データに基づいているのに対して、INRIXは、GPSによるプローブデータ等の移
動体データに基づきデータを生成し道路交通情報を提供している。 




















































2.10.2  英国におけるアクティブ・トラフィック・マネジメント 








英国の幹線道路の管理権限は、中央政府の交通省（Department for Transport, DfT）から
DfT内の執行機関（Executive Agency）である HAに委任されている。DfTは、2001-06年


























図 2.10.1 M42 Jct. 3a-7 の概要 
（２） ATMのM42への導入背景 
ATM事業の地点として 5ヶ所が候補に上がり、ATM導入による効果が検討された。2001
年 7月に、高速道路（Motorway）であるＭ42の Jct. 3a-7に ATMを導入すると発表された。
M42の Jct. 3a-7は、英国第 2の都市であるバーミンガムの南東にあり、M6とM40を結ぶ
延長 17km、片側 3車線の道路である（図 2.10.2）。このM42の最も大きな課題は、12万台
以上／日という膨大な交通量による朝夕の慢性的渋滞であった。我が国の東名高速道路で最
も交通量の多い区間である横浜町田～厚木（片側 3車線）が 12万 8千台／日である。 
 













































 非常電話と CCTVが設置されている。 
 



















































中日本管内の、東名高速道路 音羽蒲郡 IC～豊田 JCT間、東名阪 四日市 IC付近において 2
車線区間の 3車線（暫定）運用を開始している。Maedaら(2013)によると、３車運用の結果、





































 HAと警察は、交通管理権限移管の協議を 2002年に行い、図 2.10.9に示すように警察か
ら HAに大幅に権限を移管することとなった。そのための立法処置として、まず 2004年度





HAの管理道路網が 7つの地域に分けられ、地域管制センタ （ーRegional Control Center、 
RTC）が設置され、トラフィックオフィサーは、この地域単位で運営されいる。全道路網を





























































































  サービス 
3.1 計画および 
  管制機能 


















































































  サービス 
3.1 計画および 
  管制機能 
〔分 類〕 〔項 目〕 
権限移管前 2003年末 
権限移管後 2005年末 







































































































DSRCを１基ずつ設置し、ETC車載器の LIDを収集した。収集した LIDをもとに ETC-ID









の平均速度（VM）を算出し、平均速度 VMと閾値速度 VB（渋滞判定速度）とを比較し 
 平均速度 VM＞閾値速度 VBの場合には、異常でない 
 平均速度 VM≦閾値速度 VBの場合には、異常である（渋滞） 
と判定する。 
ここで、平均速度（VM）は、個々の車両の DSRC1～DSRC2間通過速度を基に計算する。 





通過速度 Vi＝異常検知区間 L／地点間通過時間 Ti         (2.2) 
 
閾値速度 VBは渋滞を判定する閾値で、図 2.10.13 は、閾値速度 VBを説明するための図

























表 2.10.2 異常判定アルゴリズムのパラメータ 























復帰速度は T2分間の平均速度である。T2は 1分である。 


























































































































































































図 2.10.18  ACC車両の混入率に応じた渋滞緩和効果推定 

















(CACC)  将来検討 
































































































は、我が国独自の ETC専用のスマート ICの施策につながっており、第 3章においてスマー































































（４）第 2章における知見と第 3章以降との関連 











表 2.11.1 第 2章での知見と第 3章以降の分析、考察の関連 
 
第 2章 参考文献 
 
1) Belfield, E. (2004) : The Traffic Officer Role, The 6th UK – Japan Road Research 
Workshop 
2) Borjesson, M., Eliasson, J., Hugosson, M. B., Brundell-Frei, K. (2010). The Stockholm 
Congestion Charges – Four years on: Effects, Acceptability and Lessons Learnt. The 
12th World Conference on Transport Research, Lisbon, Portugal 
3) Chung, C. L. (2013): A Review and Advance of High Occupancy Toll (HOT) Lanes, Toll 
Schemes, The 10th International Conference of EASTS 
4) Congressional Budget Office (2012), The Budget and Economic Outlook: Fiscal Years 
2012 to 2022, http://www.cbo.gov/ sites/default/files/cbofiles/attachments/01-31-2012_ 
Outlook.pdf, 2012/06/13 
5) Cronin, B., Mortensen, S., Thompson, D. (2008) : Integrated Corridor Management, 
Public Roads, Vol. 71, No. 5.  
6) Department for Transport (2004) :Annual Report 2004 
7) Devarasetty, P. C., Burris, M.,, Shaw, W. D. (2012): The Value of Travel Time and 





















































Reliability of Houston Managed Lane Travelers-Evidence from Stated Preference 
Survey and Actual Usage Data, TRB 91st Annual Meeting 
8) Eastman, R. (2004): Strategic Roads Policy Developments, The 6th UK – Japan 
Road Research Workshop 
9) European Commission (2001): European Transport White Paper 
10) Federal Highway Administration (2003) : Guide for HOT Lane Development 
11) Federal Highway Administration (2005) : Safe, Accountable, Flexible, Efficient 
Transportation Equity Act : A Legacy for Users: A Summary of Highway Provisions,  
http://www.fhwa.dot.gov/ safetealu/safetea-lu_summary.pdf, 2012/06/12. 
12) Federal Highway Administration (2005): Managed Lanes : A Primer, http://ops.fhwa. 
dot.gov/ publications/managelanes_ pri-mer /managed_lanes_primer.pdf, 2012/06/12 
13) Federal Highway Administration (2007) : Active Traffic Management: The Next Step 
in Congestion Management 
14) Federal Highway administration (2008) :Performance and Accountability Report   
FY2007 
15) Federal Highway Administration (2010) : Synthesis of Active Traffic Management 
Experiences in Europe and the United States, 
http://ops.fhwa.dot.gov/publications/fhwahop10031/fhwahop 10031.pdf, 2012/06/12 
16) Federal Highway Administration (2011):Integrating Active Traffic and  Travel 
Demand Management  
17)  Florida DOT (2000) : Value Pricing – HOT Lanes in South Florida, Final Report 
18) Florida DOT (2009): 95 Express Midyear Report Project Status for Urban 
Partnership Agreement “95Express Public Meetings”, 
http://www.95express.com/public.shtm" 
19) Florida DOT (2010): 95Express annual report July 1,2009-June30, 2010 
20) Golob, J. M.,Golob, T.F.(2002): Studying Road Pricing Policy with Panel Data 
Analysis – The San Diego I-15 HOT Lanes – 
21) Grant, D (2004) : M42 Active Traffic Management Pilot Project, The 6th UK – Japan 
Road Research Workshop 
22) Guensler, R et al. (2012): Atlanta HOV-to-HOT Corridor Performance Monitoring, 
TRB 91st Annual Meeting 
23)  Hamilton, C. (2010): Revisiting the Cost of the Stockholm Congestion Charging 
System. OECD / ITF Joint Transport Research Centre Discussion Paper No.2010/5. 
International Transport Forum/OECD Round Table on Implementing Congestion 
Charging. 
24) Highways Agency (2004) : Business Plan 2004-05 
115 
 
25) Highways Agency (2005) : Business Plan 2005-06 
26) Highways Agency : http://www.highways.gov.uk/knowledge/tcc/atm/03.htm 
27) Highways Agency : http://www.highways.gov.uk/knowledge/tcc/atm/08.htm  
28) I-95 Corridor Coalition (2012) : Concept of Operations for the Administration of 
Mileage-Based User Fees in a Multistate Environment  
29) ITS America (2002) : National Intelligent Transportation System Program Plan: A 
Ten-Year Vision 
30) Jack Faucett Associates & ECONorTHWestT (2012) : Benefit-Cost Analysis of 
Managed Lanes: HOT-BCA Tool, TRB 91st Annual Meeting 
31) Jones, P. (1988) : Urban Road Pricing: Public Acceptability and Barriers to 
Implementation, Road pricing, Traffic Congestion and the Environment. 
32) Kong, L., Hallissey, M. (2012) : Managed Lanes Traffic and Revenue Potential 95 
Express Case Study, TRB 91st Annual Meeting 
33) Maeda, S., Tanaka, S., Ogawa, S. (2013) : A New Countermeasure Against Traffic 
Congestion in OKAZAKI Area of Tomei Expressway: Temporary One-way Three- 
Lane Operation Utilizing Hard Shoulder, 14th REAAA  
34) Michalaka, D., Yin, Y. (2012) : Pricing of Multi-Segment High Occupancy/Toll (HOT) 
Lane Facilities TRB 91st Annual Meeting 
35)  Minnesota DOT (2006) : I-394 MnPASS Technical Evaluation, 
http://www.mnpass.org/pdfs/394mnpass_tech_eval.pdf 
36) Minnesota DOT (2011)  : Report of Minnesota’s Mileage-Based User Fee Policy Task 
Force, http://www.dot.state.mn.us/ 
mileage-baseduserfee/pdf/mbufpolicytaskforcereport.pdf#search='minessota MBUF' 
37) Minnesota DOT (2013) : Connected Vehicle for Safety, Mobility and User Fees – 
Evaluation of the Minnesota Road Fee Test 
38) National Surface Transportation Infrastructure Financing Commission (2009) : 
Paying Our Way – A New Framework for Transportation Finance, 
http://financecommission.dot.gov/Documents/NSTIF 
_Commission_Final_Report_Mar09FNL.pdf 
39)  Orange County Transportation (1998) : Evaluating the Impacts of the SR 
91Variable-Toll Express Lane Facility Final Report, 
http://ceenve3.civeng.calpoly.edu/sullivan/SR91/final_rpt/execsumm.pdf 
40) Oregon DOT (2007) : Oregon’s Mileage Fee Concept and Road User Fee Pilot Program 
Final Report, http://www.oregon.gov/ODOT/HWY/RUFPP/docs/rufpp_finalreport.pdf 
41) Owen, R et al. (2008), Public Acceptability of Road Pricing. Final Report for 
Department for Transport. 
116 
 
42) PIARC (2011) : ITS Handbook- 2nd edition 
43) Raub, K. R., Scholz, A. B., Liedtke, G. T. (2012) :Impacts of Road User Charge on 
Individual Welfare A Pre-Inauguration Study for Motorways in German – TRB 91st 
Annual Meeting Results of Survey and Conclusions 
http://www3.cutr.usf.edu/tdm/pdf/HOT%20Lanes.pdf 
44) San Diego State university (2001) : I-15 Congestion Pricing Project Monitoring and 
Evaluation and Services, Task 13 Phase II Year Three Overall Report 
45) Sullivan, E., Federal Highway Administration (2011) :Continuation Study to 
Evaluation the Impacts of the SR 91 Value-Priced Express Lanes Final Report 
46) Supernak, J. (2005): HOT Lanes on Interstate 15 in San Diego, PIARC Seminar on 
Road Pricing with emphasis on Financing, Regulation and Equity. Cancun, Mexico 
47)  The Parsons Brinckerhoff Team (2005) : High Occupancy Toll Lanes Potential for 
Implementation in the Atlanta Region, Atlanta HOT Lanes Study 
http://www.georgiatolls.com/assets/docs/HOT_Final_Report.pdf 
48) U. S. Government Accountability Office (GAO) (2012) :Traffic Congestion Road 
Pricing Can Help Reduce Congestion, but Equity Concerns May Grow  
49) U. S. Government Accountability Office (GAO) (2013) : Mileage Fee Could Be More 
Equitable and Efficient Than Gas Tax  
50) U. S. Government Accountability Office (GAO) (2013) :Highway Trust Fund Pilot 
Program Could Help Determine the Viability of Mileage Fees for Certain Vehicles 
51) Ubbels, B et al.(2004) : Acceptability of Road Pricing and Revenue Use in Netherland 
52) Vu, P (2012) : SRTA Tolling Overview, State Road and Tollway Authority, TRB 91st 
Annual Meeting 
53) Walker, J. (2011) : The Acceptability of Road Pricing, RAC Foundation 
54) Washington DOT (2007) : Pricing Acceptance Public Opinion Analysis  
55) Washington DOT (2008): Six-Month Performance Summary of SR 167 High 
Occupancy Toll (HOT) Lanes Pilot Project（May 3, 2008-Oct 31, 2008) 
56) Washington DOT (2011) : SR 167 HOT lanes Pilot Project (May2008-May 2011) 
57) Weidner, J. (2012) : Operational Issues and Best Practices for Implementation of 
Managed Lanes South Florida Experience, FDOT, TRB  91st Annual Meeting 
58) Willsher, C. (2004) : Roles and responsibilities –  West Midlands Traffic Officer 
Service、” The 6th UK – Japan Road Research Workshop 
59) IT戦略本部(2006): IT新改革戦略 
60) 赤松隆 (2007)：一般ネットワークにおけるボトルネック通行権取引制度，土木学会論文




62) 金澤文彦 (2012)：ITS を活用した高速道路サグ部交通円滑化対策について、道路建設、
No.11, pp.29 - 34 
63) 警察庁、通商産業省、運輸省、郵政省、建設省 (1996) : 高度道路交通システム（ITS）
推進に関する全体構想． 
64) 警察庁、通商産業省、運輸省、郵政省、建設省 (1999) : 高度道路交通システム（ITS）
に係るシステムアーキテクチャ 
65) 国家公安委員会 (2002) : 交通情報の提供に関する指針, 国家公安委員会告示第 12号 
66) 国土交通省国土技術政策総合研究所(2006) : 次世代道路サービス提供システムに関する
共同研究報告書（1.0版）  
67) 国土交通省道路局 (2002) : TURN 道の新ビジョン 
68) 国土交通省道路局 (2005)：「使える」ハイウェイ推進会議提言、「使える」ハイウェイ政
策の推進に向けて 
69) 国土交通省道路局 (2007): 平成 18年度達成度報告書・平成 19年度業績計画書 
70) 国土交通省道路局 (2012)：平成 22 年度全国道路・街路交通情勢調査（道路交通センサ
ス）、一般交通量調査 集計表、http://www.mlit.go.jp/road/census/h22-1/ 
71) 国土交通省道路局 (2015)：社会資本整備審議会道路分科会国土幹線道路部会中間答申 
72) 国土交通省道路局道路交通管理課 ITS推進室 (2007) : ITS効果事例集 2007 
73) (社)自動車技術会 (2008) : ISO/TC204関連の国内および国際活動報告書． 
74) (社)自動車技術会，社団法人電子情報技術産業協会 (2008) : ISO/TC204（WG15，WG16）
等の国内及び国際活動対応 報告書 
75) 武部健一、柳沢祥子(1990)：高速道路のインターチェンジと交通需要の関係、高速道路
と自動車、Vol.33, No.2, pp.24-32 
76) 塚田幸広、井上雅夫 (2005)：英国道路庁の Active Traffic Management(ATM)プロジェ
クト-情報技術を活用した交通管理による渋滞緩和、安全性向上、交通工学 Vol.40, No.6, 
pp.90-93  
77) 塚田幸広、井上雅夫 (2005)：英国道路庁のトラフィックオフィサーの運用開始, 交通工
学, Vol. 40, No.5, pp.88 - 91 
78) 塚田幸広、中條覚(2007) : 欧州における最新の道路交通情報提供サービス，道路，2007-6，
pp. 72-75． 





83) 特殊非営利活動法人 ITS Japan (2012)：ITS年次レポート日本の ITS 








87) 中條覚、関本義秀、松下博俊、金澤文彦 (2007) : カーナビの次世代展開へ向けた国際戦
略に関する一考察，第 6回 ITSシンポジウム 2007，pp. 367-372 
88) 西川了一 (2009) : 米国陸上交通インフラ資金調達委員会報告書「私たちの道には自分で
支払おう」－交通資金調達のための新たな枠組み－，運輸政策研究, Vol.12,  No.3, pp. 
37-43 
89) 日本道路公団東京管理局 (2002) : 事業概要 2002年版 
90) 根本敏則、味水佑毅：対距離課金による道路整備、第 1 章、第 6 章、日本交通政策研究
会研究双書 24、勁草書房 
91) 畠中秀人、鹿野島秀行、小川倫哉、綾貴穂 (2008): 最新の ITS事情「スマートウェイの
実現に向けた取り組みについて」，IATSS Review，Vol. 33，No. 4． 
92) 牧野浩志、山本巧、山内照夫 (2005) : 米国陸上交通長期法 SAFETEA-LU と米国 ITS
の動向，道路，778号, pp.71 – 75. 
93) 藤井聡 (2006) : ロードプライシングの公共受容におけるフレーミング効果,- 公衆の「倫






96) 山田篤司、平井節生、畠中秀人、真部泰幸 (2008) : スマートウェイ 2007デモ報告，交
通工学，Vol. 43，No. 1，pp. 56-59 
97) 吉田正 (2003)：ITSを基礎とする社会資本整備の変革とその計画の評価手法(学位論文) 
98) 吉田正 (2006)：スマートインフラの挑戦、山海堂 
99) 和田健太郎、赤松隆 (2010)：単一ボトルネックにおける渋滞と混雑を解消する情報効率
的メカニズムの設計,土木学会論文集 D、Vol.66, No.2, pp. 160-177 
100) 和田健太郎、赤松隆 (2011)：ネットワーク通行権取引市場のオークション・メカニ
ズム,土木学会論文集（土木計画学）、Vol.67, No.3, pp. 376-389 











第 3 章 スマート IC の利用実態とその要因に関する実証的検証 


















































                         （国土交通省道路局資料） 
図 3.1.2 ETC利用率、利用台数の推移（平成 24年 10月現在） 
 
                     （国土交通省道路局資料） 
図 3.1.3 ETC車載器購入価格の推移 
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3.2 スマート ICに関する施策経緯と IC形式 
3.2.1  スマート ICの施策の経緯 
スマート ICは、高速道路の主に SA/PAの休憩施設や本線と簡易な形式で一般道と接続す
る連絡施設（出入口）のことであり、ETC搭載車の利用に限定することで、現金による料金








まとめた「スマートウェイの実現に向けて」（1999(平成 11)年 6 月）の中で、以下のように
提言されている。 
 
［スマート IC による土地の有効利用］ （「スマートウェイの実現に向けて」(1999)より
抜粋） 





















直しを行った。さらに、2005(平成 17)年 2月～9月には、全国 28地区において大規模な社会
実験を実施した。多くのスマート ICにおいて、順調な利用が確認され、また地域社会への貢
献が認められたことから、社会実験終了後に本格運用へ移行した。 
なお、スマートウェイ推進会議の提言にある ETC 専用の U ターン機能として、例えば、
佐久平スマート IC等の事例がある。 
 
3.2.2 スマート ICの社会実験と実施要綱 






2006(平成 18)年 7 月には、スマート IC の本格導入を行うための要件、検討体制、事業区
分、手続きなどを定めたスマートインターチェンジ［SA/PA接続型］制度実施要綱が策定さ
れ、その後、2009(平成 21)年 2月にスマートインターチェンジ(スマート IC)[高速道路利便増
進事業]制度実施要綱へ制度改正された。制度改正により、料金徴収施設は高速道路会社が整
備することとなった。 
なお、スマート ICの社会実験の取り扱いについては、2006(平成 18)年 10月に策定した要


































                                国土交通省道路局資料 




































































   表 3.2.1 スマート ICの形式による費用の試算比較 
                                      （百万円） 
 IC形式 建設コスト 維持コスト 
SA/PA接続型 対向 455 73 
本線直結型 ダイアモンド 960 101 
不完全クローバ 1098 72 
平面Y 2004 50 
 

























図 3.2.6 スマート ICの設置による IC間隔の分布の比較 
 















































































































































































































              (国土交通省関東地方整備局資料) 
図 3.4.3 友部スマート ICによる医療機関への時間短縮効果 
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3.5 スマート ICの利用交通量の推移と機能強化に伴う効果分析 












 また、表 3.5.2には本研究の分析の対象としたスマート ICの諸元の一覧を示す。 
 
3.5.2 スマート ICの利用実態の時系列分析 
（１） スマート IC利用交通量の推移  
スマートICと隣接する２つのICの利用交通量の合計値に占める各スマートICの利用交通


















































































長者原 SA 宮城県 大崎市 東北自動車道 2004.12 可 フル 6～22時 831 22057
寒河江 SA 山形県 寒河江市 山形自動車道 2004.12 可 フル 6～22時 653 39314
泉 PA 宮城県 仙台市 東北自動車道 2006.4 可 フル 24時間 5724 220991
福島松川 PA 福島県 福島市 東北自動車道 2004.12 不可 フル 6～22時 1608 78411
新鶴 PA 福島県 会津美里町磐越自動車道 2005.12 可 フル 6～22時 650 67925
豊栄 SA 新潟県 新潟市 日本海東北自動 2006.4 可 ハーフ 6～22時 2002 73644
大和 PA 新潟県 南魚沼市 関越自動車道 2006.6 可 フル 6～22時 938 11763
黒崎 PA 新潟県 新潟市 北陸自動車道 2004.12 不可 フル 6～22時 894 94107
那須高原 SA 栃木県 那須町 東北自動車道 2005.4 可 フル 24時間 710 2691
上河内 SA 栃木県 宇都宮市 東北自動車道 2005.4 可 フル 24時間 896 43292
新井 PA 新潟県 妙高市 上信越自動車道 2005.1 可 フル 6～22時 658 6070
大潟 PA 新潟県 上越市 北陸自動車道 2006.5 可 フル 6～22時 1066 44232
友部 SA 茨城県 笠間市 常磐自動車道 2005.7 可 フル 24時間 2798 92065
駒寄 PA 群馬県 吉岡町 関越自動車道 2004.12 不可 フル 24時間 5120 272671
小布施 PA 長野県 小布施町 上信越自動車道 2005.4 可 フル 24時間 2394 115077
三芳 PA 埼玉県 三芳町 関越自動車道 2005.4 不可 ハーフ 24時間 3769 287816
双葉 SA 山梨県 甲斐市 中央自動車道 2005.4 不可 フル 24時間 3090 65664
佐久平 PA 長野県 佐久市 上信越自動車道 2004.12 可 フル 24時間 647 58051
姥捨 SA 長野県 千曲市 長野自動車道 2005.5 不可 ハーフ 6～22時 802 46951
入善 SA 富山県 入善町 北陸自動車道 2005.4 可 フル 24時間 1255 14743
徳光 PA 石川県 白山市 北陸自動車道 2005.4 可 フル 24時間 1689 41006
富士川 SA 静岡県 富士市 東名高速道路 2005.1 不可 フル 24時間 1586 72946
南条 SA 福井県 南越前町 北陸自動車道 2005.12 可 フル 6～22時 327 3995
遠州豊田 PA 静岡県 磐田市 東名高速道路 2005.1 可 フル 6～22時 2685 96534
亀山 PA 三重県 亀山市 東名阪自動車道 2005.12 可 フル 24時間 1734 860
吉備 SA 岡山県 岡山市 山陽自動車道 2005.1 不可 フル 6～22時 1355 71177
大佐 SA 岡山県 新見市 中国自動車道 2004.12 不可 フル 6～24時 323 10646
吉野川 SA 徳島県 東みよし町徳島自動車道 2004.1 可 フル 6～22時 596 16150
金城 PA 島根県 浜田市 浜田自動車道 2004.12 可 フル 24時間 214 27877
加計 BS 広島県 安芸太田町中国自動車道 2004.12 可 ハーフ 6～23時 821 18629
須恵 PA 福岡県 須恵町 九州自動車道 2004.12 不可 フル 24時間 4422 216980
喜舎場 BS 沖縄県 北中城村 沖縄自動車道 2006.11 不可 上り入口 6～22時 1546 38402
白河中央 本線直結 福島県 白河市 東北自動車道 2009.8 可 フル 24時間 2743 63791
長岡南越路本線直結 新潟県 長岡市 関越自動車道 2009.9 可 フル 24時間 2224 33533


















































表 3.5.3 スマート ICの機能改善に伴う利用交通量への影響 






































   図  3.5.3 遠州豊田スマート ICと隣接 ICの利用交通量 
    (注)遠州豊田スマート ICは、H20.11～H21..3まで改良工事のため閉鎖 
 
（2007.10の交通量を1として変化率を算出） 
















































































































































































 図 3.5.7 浜松 ICの車種別利用交通量の推移 









































図 3.5.8 双葉スマート ICと隣接 ICの利用交通量の推移 
 







































































































































































































































































                                        (3.1) 
         QS：スマートIC設置前のスマートIC隣接のIC利用台数（台/日） 
     Q’S ：スマートIC設置後のスマートIC及び隣接ICの合計利用台数（台/日） 
     QA  ：スマートIC設置前の路線全体の利用台数（台/日） 





   転換台数＝スマートICの利用台数―誘発台数                     (3.2) 









































































,                (3.3a） 
② 下り方向 













sasiai ttt +> sasisaisbbi ttttt +>++
sbsibi ttt +> sbsisbsaai ttttt +>++
 
 







隣接 IC-B 隣接 IC-A スマート IC 
上り方向 
sit ：ゾーン i からスマート ICまでの最短所要時間（一般道経由） 
ait ：ゾーン i から隣接 IC-Aまでの最短所要時間（一般道経由） 
bit ：ゾーン i から隣接 IC-Bまでの最短所要時間（一般道経由） 
sat ：スマート ICから隣接 IC-Aまでの所要時間（高速道路） 














図 3.7.3 利用交通量と隣接 IC交通量   図 3.7.4利用交通量と時間短縮人口×ETC普及率 
                                                      













































表 3.7.1 スマート ICの利用交通量に関する重回帰分析結果 
変数 パラメーター 標準誤差 t値 P値 
隣接IC交通量(台/日) 0.006 0.009 0.764 0.451
アクセス距離 (km) -132.553 180.183 -0.736 0.468
時間短縮影響人口 (人) 
（ETC普及考慮） 
0.032 0.007 4.745 0.00005
並行道路旅行速度 (km/h) -5.486 12.033 -0.456 0.651
営業時間ダミー 524.163 303.777 1.725 0.095
切片 307.289 693.100 0.443 0.661
重相関R：0.853, R2:0.727 
 
3.7.4 スマート ICの誘発交通量に着目した規定要因の分析 
「3.6 スマート ICの誘発・転換の要因分析」で論じた誘発交通量に着目して、35のスマ













表 3.7.2 誘発交通量に関する重回帰分析結果 
変数 パラメーター 標準誤差 t値 P値 
隣接IC交通量 (台/日) 0.016 0.008 2.0512 0.054
アクセス距離 (km) -61.448 157.275 -0.391 0.700
時間短縮影響人口 (人) 
（ETC普及考慮） 
0.029 0.008 3.602 0.002
並行道路旅行速度 (km/h) 6.632 12.903 0.514 0.613
切片 -155.154 560.717 -0.277 0.785
重相関R：0.862, R2:0.743 
 
3.8 第 3章のまとめ 
既往研究では、追加の本格的 IC配置・間隔に関してモデル、シミュレーションにより地域交通
の利便性、トリップ長への変化に関して論じているものが多いが、本研究の第 3章では、35箇所

























3.8.2 スマート ICに関する提言と今後の課題 
第 3章の知見から、ネットワーク・アクセス強化の一環としてのスマート ICに関して以下
のような施策立案・展開が必要である。 
① スマート ICは簡易 ICとして、今後とも増設が必要であるが、設置箇所の検討に際し
ては、地域計画との整合を図るとともに、NITASによる時間短縮影響人口等の整備根
拠を明確にすることが必要である。 
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4.1  はじめに 
4.2 我が国の料金施策の経緯と動向 
4.3 料金施策の既往研究のレビュー 
 4.4 料金割引社会実験に基づく渋滞緩和効果等の整理 
4.5 料金弾性値に関する分析 












































































































































ETC 利用率：8% 71% 86%  88.8%（6 月） 
 





































































































（１）Small & Yan 論文概要 
レビューした既存研究の中で、Kenneth A. Small と Jia Yan が 2001 年に発表した”The 



























表 4.3.1 料金の設定方法 (Small & Yan (2001)) 
First Best FB 道路 A, B の両方に課金可能な際の効用最大化の料金を
課金。（Marginal Cost Pricing） 
Second Best SB 道路 Bは無料。 
道路 B を無料した際の効用最大化の料金を道路 A に課
金。 




PM 道路 Bは無料。 
道路 Aの課金額を、収入が最大になるように設定する。
No Toll NT どちらのレーンも無料。 
 
d) 結論 （図 4.3.2参照） 
・ 両方の道路に課金できる FBが最も大きい社会的便益を生む。 
・ TB、PMの課金では、無料の場合よりも社会的便益が減少する。 
・ グループ間の時間価値の差が大きいほど、社会的便益が増大する。 




図 4.3.2 グループ間の時間価値を変化させた場合の社会的便益の変化 






















































































































表 4.3.2 料金弾性値の算定手法の種類と特徴 


















































































































Δln(Yit) = β1Δln(GDPt) + β2Δ(GPt) + β3Δln(MTmit) + φΔln(Yit-1)  






















また、表 4.3.4の料金弾性値を 4段階（低い弾性値で相関係数 0～0.3、中位の弾性値で相






































ln(Crossigs) = f( ln Toll + ln Employment + ln MVR + ln Fare +ln Gas + 









































 表 4.3.5 主な先行研究における料金弾性値 
論文著者 対象有料道路 弾性率 算定法 備考 












































































































































表 4.4.1 地域の課題解決型料金社会実験のテーマと件数 






















































① 実験期間：2003(平成 15)年 11月 11日（月）～12月 10日（水） 
② 実験時間：24時間（終日） 
③ 割引対象：日立北、日立中央、日立南太田の 3 ICの相互利用 























図 4.4.2 日立地区の社会実験における所要時間短縮効果 
 
図 4.4.3 日立地区の社会実験における渋滞損失額の改善効果 
 
２） 富山県 北陸自動車道（滑川～朝日） 

















































































































図 4.4.5 国道 8号線（前沢西交差点）における渋滞長の減少効果 
 




１） 静岡県 東海4バイパス（藤枝、掛川、磐田、浜名） 
























































































































































































































































































② 対象区間：志和IC～廿日市IC （5インター相互利用に限る） 




図 4.4.9 トラックDEエコ作戦（広島）の概要 
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表 4.5.1 料金割引率の変化に伴う交通量と料金弾性値変化 





割引率 (%) 0 30 50 0 30 50 
断面交通量(一般道) 台/日 30,778 29,918 29.675 47,752 46,749 46,335
IC ペア交通量(高速道路) 台/日 2,165 3,136 4,067 7,827 10,114 12,073
ピーク時最大渋滞長 
(一般道) m 1,750 220 200 1,450 1,030 710
断面交通量の変化  
(一般道) 
台/日 - -860 -1103 - -1003 -1417
(%) - -3 -4 - -2 -3
IC ペア交通量の変化  
(高速道路) 
台/日 - 971 1902 - 2287 4246
(%) - 45 88 - 29 54
渋滞長の変化(一般道) 
m - -1530 -1550 - -420 -740
(%) - -65 -87 - -100 -98
料金弾性値 
日平均 - 0.90 0.80 - 0.79 0.71
AM6 – AM9 - 0.81 0.72 -  0.64 0.66
AM9 – PM5 - 0.85 0.77 -  0.82 0.68
PM5 – PM8 - 0.99 0.82 -  0.78 0.70






















長野 1.40 1.40 0 
栃木 1.94 1.20 0 
福井 2.43 1.65 3.0 
山口 2.20 1.07 2.8 
新潟 2.44 1.04 1.5 
島根 1.61 1.03 0 
青森 0.93 0.74 0 
熊本 1.65 0.82 1.1 
高松 1.00 0.62 0.7 
高知 0.83 0.48 0 
福島 1.63 0.32 1.2 








② 時間帯で比較すると、料金弾性値は深夜・夜間の割引が高い傾向にある。  
③ 料金割引率：3割または5割引程度が効果的である。 
２）並行する一般道の交通と地理特性の影響    
① 高速道路までのアクセス性（距離）の影響が顕著である。  








































平均 = 0. 644
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表 4.5.3 ICレベルのデータを用いた重回帰分析の結果 
変数  パラメータ 標準誤差 
Constant -1.37*** (0.33) 
log (Length of the toll road section [km]) 0.20*** (0.06) 
log (Share of large-sized vehicle) 0.57*** (0.12) 
log (Distance to access the targeted toll road [km] + 1) -0.32*** (0.05) 
log (Number of lanes for the competitive ordinary road) 0.32*** (0.10) 
log (Congestion index for the competitive ordinary road) 0.37*** (0.13) 
log (Traffic share of the high-graded sections in the targeted 
 toll road ) 
-0.34*** (0.09) 
log (Share of vehicles with ETC equipped) -0.21*** (0.07) 
Dummy if the project for large-sized vehicle -0.99*** (0.36) 
(Dummy if the project for large-sized vehicle) × log (Length 
 of the toll-road section [km]) 
0.13 (0.12) 
R2 0.36 
Adjusted R2 0.34 
Number of observations 368 































青森 50% 330 31 0.74 
岩手 
 
30% 107 1 0.98 
50% 121 17 0.81 
山形 50% 450 57 0.35 
日立(H15) 50% 1500 60 0.69 
日立(H16) 50% 35 140 0.71 
新潟(H15) 50% 900 30 0.76 
長岡 50% 143 14 0.81 
富山 50% 933 134 0.67 
山梨 50% 520 26 0.55 
福井 50% 650 18 1.14 
高松（引田）※ 50% -100 34 1.47 
高松（善通寺） 50% 217 21 0.67 
徳島 50% 69 12 0.50 
高知 50% 81 7 0.48 
熊本 I 50% 630 64 0.80 
熊本Ⅱ 50% 1200 216. 0.71 
※台風の影響により、高速、並行する国道11号線の交通が増加と推定 
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5.3  渋滞、事故等に伴う道路交通情報の提供による誘導効果分析 





































































































































































































図 5.3.3 分析対象とした事象の位置（その 2） 
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本研究では高速道路において計測される 5分間隔の車線（走行 1、走行 2、追越し、登坂／
路肩）毎に交通量（車種計）速度等のデータを用いた。 
２）直轄国道トラカンデータ 
 国道 1号・国道 246号上に設置されるトラカンにより観測されたデータである。静岡県内




































58時間00分 2013.7 平 20:00 3日後 6:00
事象の終了
時刻






















































































































































 本章では、渋滞発生に伴う事例 1と事故に伴う事例 2を取り上げ、道路交通情報提供によ






































①東名高速道路（下り）：御殿場 JCT～長泉沼津 IC 間の 6 箇所のトラカン交通量（KP：
55.26，57.43，59.64，62.02， 64.04，65.56)。但し、KP 64.04，65.56 の 2 箇所について
は、画像トラカンであり、夜間の交通量は観測できないため、区間の平均交通量を算出する
場合にはこれは用いず、残りの 4箇所のトラカンデータを用いた。 
②新東名高速道路（下り）：御殿場 JCT～裾野 ICの 3箇所のトラカン交通量（KP： 89.85，
91.56，93.6 ）。一般道路（下り）：国道 246号の 1箇所のトラカン交通量（地点：南一色）。





























































































































































２）事例 2（新東名における交通事故による通行止め［浜松いなさ→三ヶ日 JCT］） 
平常時は夜間・早朝の交通量は、東名にくらべて新東名の方が多く、御殿場 JCT下流付近
では新東名の分担率は 55～60％程度であることが多い。これに対し、新東名の浜松いなさ IC



















































































































































































渋滞 11 km 
新東名：B－新清水JCT 
渋滞 13 km 
渋滞 14 km 
渋滞 14 km 
渋滞 5 km 
渋滞 7 km 
渋滞 11 km 
渋滞 13 km 
渋滞 11 km 
新東名：B－新清水JCT 
渋滞 13 km 
渋滞 14 km 
渋滞 14 km 
渋滞 5 km 
渋滞 7 km 
渋滞 11 km 






























































































































































































































































































































































新清水 JCT～新富士 IC間のトラカン（図 5.3.12 No.1～13）について、交通量と速度の
関係を時間帯別にみると、図 5.3.11 に示すとおり、17～18 時台を中心に速度 10～30km/h
－交通量 100～200台／5分の渋滞領域が存在する。 
また、速度と交通量の時空間分布を図 5.3.12 に示すが、トラカン No.4 の交通量が最も小





































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































図 5.3.13 事例 1における渋滞域内トラカンの交通密度の分布 
 
 
トラカンN0 KP 開始時刻 終了時刻
3 105.67 16:20 19:05
4 103.78 16:30 18:55
5 102.39 16:50 18:40
6 100.2 17:05 18:30
7 98.4 17:15 18:15
8 96.4 17:25 18:25
9 94.58 17:30 18:00





























殿場 JCT～長泉沼津 IC に位置する 4 地点のトラカンの同時刻平均を、東名高速道路では御
殿場 JCT～裾野 IC に位置する 3 地点のトラカンの同時刻平均を用いた。また、対象時刻は
御殿場 JCT 上流の情報板での渋滞に関する情報提供時刻が 17:28～18:46 であったこと、情
報板設置位置と当該区間とのタイムラグを考え、17:30～19:00とした。 














分担率 分担率 交通量 55％値
89.85 91.56 93.6 （％） 55.26 57.43 59.64 62.02 （％） （台/5分） （台/5分） （台/5分）
1730 94 119 112 108 46.8 118 124 122 128 123 53.2 231 127 4
1735 140 117 102 120 53.5 78 104 107 127 104 46.5 224 123 19
1740 143 149 137 143 66.3 78 83 73 57 73 33.7 216 119 46
1745 156 167 157 160 79.3 57 64 26 20 42 20.7 202 111 69
1750 164 167 152 161 78.3 66 90 23 0 45 21.7 206 113 68
1755 182 185 169 179 70.4 69 79 71 82 75 29.6 254 140 64
1800 142 156 183 160 70.8 61 69 59 75 66 29.2 226 124 58
1805 149 149 122 140 71.8 60 52 51 57 55 28.2 195 107 52
1810 121 131 134 129 68.7 55 64 53 62 59 31.3 187 103 44
1815 156 158 138 151 71.2 76 56 56 56 61 28.8 212 116 55
1820 153 149 151 151 67.5 73 80 64 74 73 32.5 224 123 50
1825 153 175 165 164 71.7 62 62 61 74 65 28.3 229 126 61
1830 147 152 148 149 68.1 68 77 69 65 70 31.9 219 120 51
1835 128 138 125 130 67.2 66 67 51 70 64 32.8 194 107 43
1840 138 120 125 128 68.8 55 59 54 64 58 31.2 186 102 44
1845 150 168 152 157 68.5 76 88 69 55 72 31.5 229 126 54
1850 110 111 122 114 62.9 64 67 53 86 68 37.1 182 100 33
1855 145 143 132 140 62.4 92 91 83 71 84 37.6 224 123 39
1900 93 109 105 102 54.7 79 89 77 94 85 45.3 187 103 18
















を渋滞開始時刻と考えている。現実の終了時刻は 19:05 頃であるのに対し、推定では 19:15
頃であり、10分程度の過大評価となっているが、概ねの現象は再現できていると考えられる。 
表 5.3.5 渋滞状況の再現性  
 
 










渋滞継続時間は現況再現値 175分に対し、情報提供がない場合は 310分であり、約 1.8倍
（135分増）と大幅な増加となった。 
現実値 推定値 再現性
瞬間最大滞留車両台数（台） - 875.2 -
交通密度（台/km） - 94.1 -
最大渋滞長（km） 10.8 9.3 1.5km　過小評価
最大渋滞長発生時刻 17:40～45 17:35 5～10分　過小評価
渋滞終了時刻 19:05 19:15 10分　過大評価





























A B B/A B-A
瞬間最大滞留車両台数（台） 875.2 959.0 1.1 83.8
交通密度（台/km） 94.1 94.1 -
最大渋滞長（km） 9.3 10.2 1.1 0.89
最大渋滞長発生時刻 17:35 18:15 -
渋滞終了時刻 19:15 21:30 -
渋滞継続時間（分） 175 310 1.8 135





























図 5.3.14 渋滞状況の推計結果 
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 第 3章では、ETC限定の簡易な ICであるスマート ICの利用交通量を時系列データに基づ
き，スマート IC の機能改善及び周辺地域の開発等による利用交通量への影響、スマート IC
の利用交通量に影響を与える要因を整理した。第 3章で得られた主な知見を以下に示す。 

















 （４）第 5章 












で各章から得られた知見の総括に基づいて、6.3.2 では IT を活用した各交通マネジメント施







6.3.2  ITを活用した道路交通マネジメントの改善に向けた試案 



































































































































































 上記の IT を活用した高速道路の交通マネジメントの各施策の連携を実現するためには、




































































































































本研究では、IT を活用した高速道路の交通マネジメントに関して、第 3 章ではネッ














 本線直結スマート IC における本線分岐部、合流部及び一般道との結節部の構
造基準の確立とゲート部の簡素化 
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線が建設され、このレーンを 1995年 12月から HOTレーンとした(図 付.1.2参照)。
課金額は、時間帯に応じて変動し、無料車線の渋滞による遅延レベルを考慮に入れ、
HOTレーンのフリーフロー速度を維持できるように設定されている。 
表 付.1.1 カリフォルニア州 SR-91の概要 
課金タイプ レーンプライシング 
課金目的 混雑緩和、財源調達 




延長 約 10マイル（約 16 km） 
 
出典：カリフォルニア州オレンジ郡 








                          出典：FHWA 





出典: 91Expresslanes  www.91exprsslanes.com/schedules.asp            
図 付.1.3 2012年 10月 1日から 3ヶ月間の SR-91HOTレーン料金 
付録.3 
 
 (3) HOTレーンの効果評価 
Sallivan主体となってカリフォルニア DOTに提出されたレポート(2000)では、SR91
で観察された交通の変化と渋滞解消の程度については、以下のとおりまとめられている。 
① 図 付.1.4（東向き）、① 図 付.1.5（西向き）は HOTレーンにおける平日 1
日当たりの平均交通量を示す。SR-91の HOTレーン開始後、利用者は徐々に増
え 1997年 6月にまでにHOTレーンの利用者は平日で 1日平均 3万台（西向き、








④ 2車線の HOTレーンの開設により SR91の渋滞は解消され、利用者の旅行時間
は短縮した。HOTレーン開設後 6カ月で午後のピーク時の渋滞による遅延は平




Orenge Country Transportation Authrity (OCTA) 




Orenge Country Transportation Authrity (OCTA) 
図 付.1.5 SR-91 HOTレーンにおける平日 1日当たりの平均交通量（西向き） 
































(3)  HOTレーンの効果評価 
Supernakらのサンディエゴ大学(2001)によると、I-15の HOTレーンの効果評価で







































出典：”I-15 CONGESTION PRICING PROJECT TASK 13, PHASE II, COST OF 
DELAY STUDY”San Diego State University (2002) 




付.1-3  I-394（ミネソタ州） 
(1) HOTレーンの概要 
I-394は、ミネソタの中心市街地と I-494環状線及び西側市街地を東西に結ぶ主要幹





表付.1.4 ミネソタ州 I-394の概要 
課金タイプ レーンプライシング 
課金目的 Ｉ－394の無料車線の渋滞緩和、既存 HOVレーンの利用最大化 
導入時期 2005年 5月 
課金時間帯 ・並流レーン（夜間及び早朝は一般開放）  
流入交通 6：00～10：00 流出交通 14：00～19：00 
・リバーシブル・レーン（都心部に近い区間） 
























ミネソタ DOT (2006)による I-394に関する効果評価では、I-394における HOTレー
ン導入前の 2005年の秋までの交通量、旅行速度等のデータと 2006年春までの HOT
レーン導入後のデータを比較して、HOTレーン導入による影響を考察している。 
(a)交通量への影響 














表付.1.5 MnPass導入前後の I-394 の HOTレーンにおける旅行速度比較 
出典：I-394 MnPASS Technical Evaluation 
場所 MnPass前 MnPass実施中 速度変化率 
東行き（午前ピーク時） 
I-494 71.1 71.2 0.1％ 
リッジデール 66.7 69.4 4.0％ 
ジェネラル・ミルズ 63.1 65.2 3.4％ 
キセリア 62.3 60.8 -2.6％ 
ペン 66.8 67.1 0.6 % 
西行き（午後ピーク時） 
ペン 67.7 67.9 0.2% 
キセリア 57.2 57.2 0.0% 
ジェネラル・ミルズ 62.3 64.3 3.1% 
リッジデール 66.3 68.6 3.4% 
I-494 - - - 
付録.10 
 
表付.1.6 MnPass前後の I-394 の無料車線における旅行速度比較 





I-494 67.2 68.1 1.2％ 
リッジデール 63.8 66.5 4.2％ 
ジェネラル・ミルズ 57.5 65.9 14.6％ 
キセリア 51.0 57.1 12.0％ 
ペン 55.1 57.1 3.7% 
西行き（午後ピーク時） 
ペン 53.8 59.6 10.7% 
キセリア 43.8 47.6 8.6% 
ジェネラル・ミルズ 70.9 72.2 1.8% 
リッジデール 60.6 63.1 4.0% 
I-494 64.7 65.0 0.4％ 
 











課金対象車輌 1人乗り車両（乗用人員 2人以上の車両、バス、バイクは無料） 

















出典：the SR 167 HOT Lanes Pilot Project 




② 北向きのピーク時（午前 7～8時）の交通量は 2008年 5月で 140台であったが、
2009年 4月には 270台に、2010年 4月には 350台、2011年 4月には 433台と、
36カ月で 3倍に増加した。南向きのピーク時（午後 4～5時）における HOTレー
ンにおける平均交通量は 2008年 5月以降 2.5倍に増加した。 




  (b)速度(図付.1.13参照) 
① HOTレーンにおけるピーク時間帯の 90%以上で、旅行速度は時速 45マイルを超
過、また全時間帯の 99%以上で時速 45マイルを超過していた。 








出典：the SR 167 HOT Lanes Pilot Project 







① 北向きのピーク時（午前 7～8時）では HOTレーンの旅行時間は 2008年以降大き















付録.2  米国における走行距離課金の取組み事例 
付.2-1 ワシントン州シアトル都心部 における走行距離課金の検討  
(1) パイロットプロジェクトの概要及び課金対象 
ワシントン州広域行政圏 PSRC：ピュージェット・サウンド地域評議会では、2005 年
4 月～2006 年 3 月の期間で交通需要の調整、課金技術の利用可能性の検討、車両行動の
データ収集及び分析を目的としたパイロットプロジェクトを実施した。パイロットプロ




ル（0～28 円/km：1 ドル＝89.3 円換算）設定した。また、時間帯、曜日（平日・休日）、
道路種別（高速道路・一般道路）により差別化を図った。週末は平日の約半分の水準、
夜間及び早朝は無料である。本パイロットプロジェクト全体で310万ドル（約2.8億円）
支出され、このうちの 80％の資金が FHWA からの連邦補助によりまかなわれた。 









































(1) 走行距離課金のシステム概要  
 ミネソタ州は、オレゴン州と同様に将来に向けた道路財源の確保のために TF （以下















参加者に無料で配布され、課金レートは、約 2.1 セント/マイルに設定された。 
 





















税種 州 連邦 州 連邦 州 連邦 州 連邦
2.0万マイル/年 $280 $184 $187 $123 $140 $92 $0 $0
1.5万マイル/年 $210 $140 $140 $92 $105 $69 $0 $0
1.0万マイル/年 $140 $92 $93 $61 $70 $46 $0 $0
トラック 乗用車 電気自動車






図 付.2.3 ミネソタ州での Smartphoneによる基本システム 
ミネソタでの走行距離課金の社会実験の結果と総括については、Minnesota DOT 
(2013):Connected Vehicle for Safety, Mobility and User Fees – Evaluation of the 
Minnesota Road Fee Test が詳しい。 
 




年 12月～2010年 6月の 2段階に分けて各段階で 10ケ月間ずつ実施された。実験対象
の車両は、第 1段階では全米 6地域の参加台数 1,207台、第 2段階では全米 6地域の
参加台数 1,446台の参加があり、層別化サンプリングにより、各地域の人口統計を代表
する参加者が抽出された。全米 12箇所の地域は以下のとおりである。 

































































付録.3  料金施策の受容性に関する調査事例 
付.3-1 英国交通省(DfT)の研究 
英国交通省(DfT)は永年に渡ってロードプライシングに関してアンケート等による





表付.3.1 2007年と 2010年の市民のロードプラシングに対する考えの変化 
 支持 支持 反対 反対 
 ２００７ ２０１０ ２００７ ２０１０ 
利用に応じた課金への転換 ５３％ ５２％ ３１％ ３１％ 
混雑道路への課金を増加 ２５％ ２２％ ５８％ ５５％ 
混雑時間帯への課金を増加 ２３％ ２１％ ６０％ ６１％ 
出典：DfT 2010. Public Attitudes Towards Road Congestion, November 2009 to 





























付.3-2 The BMRB UWEの調査研究 
































































付.3-3 RAC財団の調査研究 (RAC: Royal Automobile Club Foundation) 































 2002 実施前 実施前 2003 2003 2003 2003 2005 2006 
支持 40 38 39 57 50 59 48 40 59 
中立 19 16 18 16 18 15 21 24 12 


























   新規の提案、正当化出来ない。 
   概念に対して支持が増える。 
   実行に移行するために十分な支持 
   個別詳細に対して支持が減じる。 
   実行の前のパニック（最低の支持） 
   効果が出ることにより支持が増加 
図付.3.1ロードプラシングの受容性の推移のモデル（Goodwin､Owenら） 
 





















と初期投資は 22 億ユーロ（2200 億円）を超えないこと、年間のオペレーションと監視
ためのコストは、歳入の５％以内とすることであった。また、基本的スキームは、税制
中立であり、トータル年間歳入は 30 億ユーロ～70 億ユーロと想定していた。 
 





























付.4.-1 御殿場 JCT 手前の情報板による情報提供の影響分析 
（１）事例 3（東名における高波による通行止め［富士→清水］） 
【東名・新東名分担率】 





































































































図付.4.3 御殿場 JCT 下流の交通状況（事例 4） 
（新東名における交通事故による通行止め［長沼沼津→新富士］） 
 
（３）事例 5（東名における工事による通行止め［富士→清水 JCT］） 
【東名・新東名分担率】 






















































































































































東名の沼津 IC～富士 IC 間の交通量はより多くなっており、旅行速度の低下も確認でき
る。また、東名の交通量増加・旅行速度低下は、当該区間の下流にまで及んでいる。 
 
３）事例 5（東名における工事による通行止め［富士→清水 JCT］） 
東名の通行止め予告や通行止めの表示により、東名の交通量が減少し、新東名の交通
量が増加している。新東名交通量の増加幅は、東名が通行止めとなる区間の 1つ上流の
IC である長泉沼津 IC 以西でより大きいが、東名の通行止めを避けたトリップが、東名
沼津ICに隣接する新東名長泉沼津ICから新東名に流入したことによるものと考えられ

























































































































































































































































































































































A－B 事故渋滞  1 km 
A－B 事故渋滞  3 km 
御殿場JCT－B 
 事故渋滞 5 km 
事故通行止東名へ




A－B 事故渋滞  1 km 
A－B 事故渋滞  3 km 
御殿場JCT－B 
 事故渋滞 5 km 
事故通行止東名へ


















































































































































































































の所得税実験以降、1995 年までの 27 年間に行われた社会実験は 195 件で、その適用
領域は、教育・職業訓練や就労支援が多い｡ 
それらの中でおそらく最も著名な事例のひとつに、1971 年から着手された、ランド




験では、全米 6 地域の現役世代（nonelderly）2、000 世帯に対して、負担率とサービ
ス内容の異なる医療保険を無作為に適用し、その後の医療サービス受容行動や健康状態
を調査した｡その結果によれば、医療費の自己負担に対する弾力性はおよそ－0.2となっ











年 1月から 7月までの 7ヶ月間にわたり、社会実験が実施されたものである｡社会実験
終了後の 2006年 9月には混雑税の恒久的導入の可否を問う住民投票が行われ、賛成多
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